
   函館市障害児通所支援事業所安心・安全対策支援事業費補助金 

交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 函館市障害児通所支援事業所安心・安全対策支援事業費補助金 

の交付に関し，函館市補助金等交付規則（昭和62年函館市則規第43号。 

以下「規則」という。）に定めるもののほか，必要な事項を定めるも 

のとする。 

 （交付対象者） 

第２条 事業に係る補助金の交付対象者は，障害児通所支援事業所を運  

営する法人とする。  

（補助金の交付対象事業） 

第３条 補助金の交付の対象となる事業は，子ども安全安心対策事業実 

施要綱（令和５年５月１８日付こ支障第７号こども家庭庁支援局長通 

知）に基づく，次に掲げる事業をいう。 

(1) 送迎用バスの改修支援事業  

(2) ＩＣＴを活用した子どもの見守り支援事業 

(3) 登降園管理システム支援事業 

（補助金の額） 

第４条 補助金の算定は，事業所単位で次に掲げる方法により算出され  

た額（当該額に千円未満の端数がある場合には，前条第１号について 

は，これを含め，前条第２号および第３号については，これを切り捨  

てる。）の合計額とし，予算の範囲内で交付するものとする。  

(1) 前条第１号に定める事業については，別表の第２欄に定める補助  

基準額と第３欄に定める補助対象経費の実支出額から寄付金その他  

の収入額を控除した額とのいずれか少ない方の額とする。  

(2) 前条第２号および第３号の事業に係る補助金の額は，別表の第２ 

欄に定める補助基準額と第３欄に定める補助対象経費の実支出額か  

ら寄付金その他の収入額を控除した額とのいずれか少ない方の額に，

第４欄の補助率を乗じた額とする。  



（事業に係る補助金の交付申請） 

第５条 事業に係る補助金の交付申請は，規則第７条に規定する申請書  

に，次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。  

(1) 事業計画書（共通第２号様式）  

(2) 補助事業等の収支予算書（共通第４号様式） 

(3) 見積書の写し 

(4) その他市長が必要と認める書類  

２ この要綱施行日前日までに着手した当該補助事業について補助金の  

交付の申請をする場合にあっては，第８条の規定にかかわらず，前項  

の交付申請と同時に実績報告を行うことができる。  

（事業の変更等の申請） 

第６条 規則第９条第１項の規定により交付決定に付された条件に基づ 

く変更，中止等の申請は，交付決定変更承認申請書を提出しなければ 

ならない。  

（補助金の交付決定） 

第７条 事業に係る補助金の交付決定をしたときは規則第10条の交付決  

定通知書を補助事業者に交付するものとする。  

２ 前項の交付決定通知書には，規則第９条第１項各号に掲げる条件の 

ほか，同条第２項の規定に基づき必要と認める条件を付すものとする。  

（実績報告） 

第８条 事業の補助事業者は，その事業が終了したときは，規則第17条  

に規定する実績報告書に，次に掲げる書類を添えて市長に提出しなけ  

ればならない。  

(1) 事業実績書（共通第２号様式）  

(2) 補助事業等の収支決算書（共通第４号様式） 

(3) その他市長が必要と認める書類  

（補助金の額の確定通知） 

第９条 前条の規定により補助事業者より実績報告書等の提出があり， 

当該報告書等の書類の審査等により，当該報告に係る補助事業等の成 

果が補助金等の交付の決定の内容およびこれに付した条件に適合する 



ものであるかどうかを調査し，適合すると認めたときは，交付すべき 

補助金の額を確定し，その額を補助事業者へ通知する。  

 （仕入控除税額の報告等） 

第10条 補助事業完了後に，消費税および地方消費税の申告により補助  

金にかかる消費税および地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場  

合（仕入控除税額０円の場合も含む。）は，別記様式の報告書により 

速やかに，遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度５月３１  

日までに市長に報告しなければならない。この場合において，補助事  

業者が全国的に事業を展開する組織の一支部，一支社，一支所等で  

あって，自ら消費税および地方消費税の申告を行っているときは，本  

部の課税売上割合等の申告内容に基づき報告を行わなければならない。  

また，市長に報告があった結果，補助金にかかる仕入控除税額があ 

ることが確定した場合には，当該仕入控除税額を市に納付しなければ  

ならない。 

（財産処分の制限） 

第11条 補助事業により取得した物品等については，補助金等に係る予  

算の執行の適正化に関する法律施行令第１４条第１項第２号の規定に  

よりこども家庭庁長官が別に定める期間がある場合はその期間を経過 

するまで，定めが無い場合は５年間，市長の承認を受けないで，この  

補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し付け，担  

保に供し，または廃棄してはならない。 

（委任） 

第12条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付に関し必要な事項 

 は，別に定める。 

   附 則 

 この要綱は，令和５年３月６日から施行し，令和４年９月５日以降の 

実施に係る第３条各号に掲げる事業について適用する。 

   附 則 

 この要綱は，令和５年５月１８日から施行する。 

  



別表 

補 助 金 算 定 表          
 

１事 業 ２補 助 基 準 額       ３補助対象経費 ４補助率 

 
(1)送迎用バ
ス の 改 修 支
援事業  

 

 
１台175千円までを上
限とした実費に対す
る定額補助  

 

 
送迎用バスの改修支援事業を
実施するために必要な装置・
機器の購入費（装置・機器の
運搬費，装置・機器の設置・
据 え 付 け 費 ， 工 事 費 を 含
む），リース料，導入費用  

 

 
定額  

 
(2)ＩＣＴを
活 用 し た 子
ど も の 見 守
り支援事業 
 

 
１事業所あたり 200 
千円  

 
ＩＣＴを活用した子どもの見
守り支援事業を実施するため
に必要な装置・機器の購入費
（装置・機器の運搬費，装置
・機器の設置・据え付け費，
工事費を含む），リース料，
導入費用  

 

 
４／５  

 
(3)登降園管
理 シ ス テ ム
支援事業 
 

 
①端末購入を行わな
い場合，  

１事業所あたり 200 

千円  

 

②端末購入を行う場
合，  

１事業所あたり 700 

千円  

 
登降園管理システム支援  事
業を実施するために必要な装
置・機器の購入費（装置・機
器の運搬費，装置・機器の設
置・据え付け費，工事費を含
む），リース料，導入費用  

 
４／５  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



別記様式（第 10 条関係） 

年  月  日 

 

 

函館市長 様 

 

住 所 

補助事業者 法人名 

代表者名           

 

 

年度消費税および地方消費税に係る仕入控除税額報告書  

 

年  月  日函  交付決定を受けた    年度函館市障

害児通所支援事業所安心・安全対策支援事業費補助金に係る消費税および

地方消費税に係る仕入控除税額について，次のとおり報告します。  

 

 

１ 施設の種類および名称 

 

 

２ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179

号）第 15 条の規定による確定額または事業実績報告による精算額  

 

金                円 

 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税および地方消費税

に係る仕入控除税額（要補助金等返還相当額） 

 

金                円 

 

 

４ 添付資料 
  ３の消費税および地方消費税に係る仕入控除税額の積算内訳を確認す

るための書類（確定申告書の写し，課税売上割合等が把握できる書類，
特定収入の割合を確認できる資料） 

 
 


